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拡幅整備の有効性の精査 ＜検討フロー＞ 

※検討段階のものであり、今後の議論を踏まえて変更となる可能性がある。 

※
 

※現道がない広域的な道路は、交通面・防災面の観点から、 
 東京全体の道路ネットワークを広域的に支えるため、計画を存続 
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拡幅整備の有効性の精査  ＜概成道路の形成過程＞ 
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①昔からある道（旧街道等）を拡幅する都市計画決定したが、拡幅整備に着手できずに現在に至っているもの。 

②震災復興計画等戦前の都市計画で新設・拡幅された都市計画道路で、戦後の都市計画（戦災復興計画／シャ
ウプ勧告等）にて拡幅する都市計画決定したが、拡幅整備に着手できずに現在に至っているもの。 

 

 

 

  

①の事例 

都市計画道路 現況１１ｍ 計画幅員１６ｍ 

・昭和４１年、６間道路（１１ｍ道路）の現
道に対して計画幅員１６ｍの都市計画決定 

 

現在に至る 

表 東京における都市計画道路の主な経緯 

②の事例 

都市計画道路 現況２２ｍ 計画幅員３０ｍ 

・震災復興計画 計画幅員２２ｍ整備 

・戦災復興計画 計画幅員５０ｍ 

・シャウプ勧告 計画幅員３０ｍに縮小 

 

現在に至る 

年 主な経緯 

明治21年（1988年） 東京市区改正条例 

大正10年（1921年） 旧都市計画法 

大正13年（1924年） 震災復興計画 

昭和２年（1927年） 震災復興区域の外に計画街路「郊外の部」（環６外） 

昭和５年（1930年）～昭和18年（1943年） 細道路網計画 

昭和21年（1946年） 戦災復興計画 

昭和25年（1950年） シャウプ勧告 

昭和36年（1961年）・昭和37年（1962年） 多摩道路網再検討 

昭和39年（1964年）・昭和41年（1966年） ３９・４１道路網再検討 

昭和56年（1981年） ５６再検討 

年 主な経緯 

明治21年（1888年） 東京市区改正条例 

大正10年（1921年） 計画街路「街路の部」 

大正13年（1924年） 震災復興計画 

昭和２年（1927年） 計画街路「郊外の部」 

昭和５年（1930年）～昭和18年（1943年） 細道路網計画 

昭和21年（1946年） 戦災復興計画 

昭和25年（1950年） シャウプ勧告 

昭和36年（1961年）・昭和37年（1962年） 多摩道路網再検討 

昭和39年（1964年）・昭和41年（1966年） ３９・４１道路網再検討 

昭和56年（1981年） ５６再検討 



拡幅整備の有効性の精査  ＜検討対象＞ 

骨格幹線道路（直轄国道除く）約760㎞ 

完成・ 
事業中 

約2,315km 

優先 
約230㎞ 

概成 
約290㎞ 

現道無 
約330㎞ 

直轄国道約250㎞ 

広域的な道路約1,525㎞ 地域的な道路約1,390㎞ 

② 
約50km 

③ 
約100km 

⑤ 
約270km 

④ 
約105㎞ 

トータル約620km 

① 
約35ｋｍ 

⑥ 
約60㎞ 

※ 他に「見直し候補路線（約5㎞）」、「計画内容再検討路線（約30㎞）」が存在 
※検討段階のものであり、未確定なデータも含まれている。 

骨格幹線道路（直轄国道除く）約760㎞ 

完成・ 
事業中 

約2,315km 

優先 
約230㎞ 

概成 
約290㎞ 

現道無 
約330㎞ 

直轄国道約250㎞ 

広域的な道路約1,525㎞ 地域的な道路約1,390㎞ 

② 
約50km 

③ 
約100km 

⑤ 
約270km 

④ 
約105㎞ 

トータル約620km 

① 
約35ｋｍ 

⑥ 
約60㎞ 

骨格幹線道路（直轄国道除く）約760㎞ 

完成・ 
事業中 

約2,315km 

優先 
約230㎞ 

概成 
約290㎞ 

現道無 
約330㎞ 

直轄国道約250㎞ 

広域的な道路約1,775㎞ 地域的な道路約1,390㎞ 

② 
約50km 

③ 
約100km 

⑤ 
約270km 

④ 
約105㎞ 

トータル約620km 

① 
約35ｋｍ 

⑥ 
約60㎞ 

骨格幹線道路（直轄国道除く）約760㎞ 

完成・ 
事業中 

約2,315km 

優先 
約230㎞ 

概成 
約290㎞ 

現道無 
約330㎞ 

直轄国道約250㎞ 

広域的な道路約1,525㎞ 地域的な道路約1,390㎞ 

② 
約50km 

③ 
約100km 

⑤ 
約270km 

④ 
約105㎞ 

トータル約620km 

① 
約35ｋｍ 

⑥ 
約60㎞ 

骨格幹線道路（国道除く）約760㎞ 

完成・ 
事業中 

約2,100km 

優先 
約230㎞ 

概成 
約255㎞ 

現道無 
約330㎞ 

広域的な道路約1,525㎞ 地域的な道路約1,390㎞ 

① 
約50km 

② 
約100km 

④ 
約270km 

③ 
約105㎞ 

トータル約585km 

⑤ 
約60㎞ 
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※ 他に「見直し候補路線（約5㎞）」、「計画内容再検討路線（約30㎞）」が存在 

図 検討対象  

骨格幹線道路（国道除く）約760㎞ 

完成・ 
事業中 

約2,100km 

優先 
約230㎞ 

概成 
約255㎞ 

現道無 
約330㎞ 

広域的な道路約1,525㎞ 地域的な道路約1,390㎞ 

約50km 

約100km 

約270km 

約105㎞ 

トータル約585km 

約60㎞ 
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拡幅整備の有効性の精査  ＜評価にあたって＞ 

概成道路は、既に道路として概ねの機能を満たしている区間もあれば、歩道

が狭いことや無電柱化されていないことなど様々な課題が生じている区間も

ある。 

本検討では、概成道路の拡幅整備の有効性を以下の視点から評価する。 

 視点１： 道路構造条例等による評価 
        ・鉄道駅や学校等の近接などによる歩行者状況 
        ・無電柱化の収容空間 
        ・バス路線の有無 
        ・沿道土地利用による停車需要の多寡 
        ・渋滞交差点の有無 
         など地域の実情も考慮しながら評価する。 
 
 視点２： 周辺まちづくり計画等との整合性による評価 
        ・都市計画マスタープラン 
        ・地区計画  
        ・防災まちづくり  
        ・前後区間の整備状況 
         など地域の実情を考慮し評価する。 

※検討段階のものであり、今後の議論を踏まえて変更となる可能性がある。 



拡幅整備の有効性の精査 ＜往復2車線道路の横断面構成（単路部）＞ 

道路構造条例等に基づき、往復２車線道路（現道）の単路部の幅員を評価する横断面の構成要素は次のとお
りとする。 

○単路部 
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車道部

停
車

帯

植
樹

帯

歩道歩道 植
樹

帯

停
車

帯

車線 車線

歩道部 歩道部

 
◎：必須要素 
 
○：基本的に設置する要素 
 
△：路線の状況に応じて設置 
  する要素 

＜凡例＞ 

※１ 歩道の幅員は、道路構造条例に基づき歩行者の交通量が多い道路にあっては3.5メートル以上、その他の  
   道路にあっては２メートル以上とするものとする。 
※２ 自転車道は、現在、社会資本整備審議会道路分科会にて、道路構造令における自転車通行空間の規定の見 
   直しが議論されている。本検討では、現道路構造条例に基づき検討を進めるが、今後の道路構造令の改訂 
   の動向を注視し柔軟に対応していく。 

広域的な道路 ◎ ◎ ◎ △ ○ △

地域的な道路 ◎ △ ◎ ◎ △ △

停車帯 自転車道
※2

必要性

構成要素(往復2車線) 植樹帯
車道

(車線)
路肩歩道

※1

※検討段階のものであり、今後の議論を踏まえて変更となる可能性がある。 



拡幅整備の有効性の精査 ＜往復2車線道路の横断面構成（交差点部）＞ 

○交差点部 
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道路構造条例等に基づき、往復２車線道路（現道）の交差点部の幅員を評価する横断面の構成要素は次のと
おりとする。 

 
◎：必須要素 
 
○：基本的に設置する要素 
 
△：路線の状況に応じて設置 
  する要素 

＜凡例＞ 

広域的な道路 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △

地域的な道路 ◎ △ ◎ △ ◎ △

路肩 自転車道
※2

必要性

車道
(付加車線)

歩道
※1

構成要素(往復2車線) 植樹帯
車道

(車線)

※１ 歩道の幅員は、道路構造条例に基づき歩行者の交通量が多い道路にあっては3.5メートル以上、その他の  
   道路にあっては２メートル以上とするものとする。 
※２ 自転車道は、現在、社会資本整備審議会道路分科会にて、道路構造令における自転車通行空間の規定の見 
   直しが議論されている。本検討では、現道路構造条例に基づき検討を進めるが、今後の道路構造令の改訂 
   の動向を注視し柔軟に対応していく。 ※検討段階のものであり、今後の議論を踏まえて変更となる可能性がある。 

車道部歩道部 歩道部

路
肩

植
樹

帯

歩道歩道 植
樹

帯

路
肩 車線 車線付加車線

車道部

路

肩

植

樹

帯

歩道歩道 植

樹

帯

路

肩
車線 付加車線 車線

歩道部 歩道部



拡幅整備の有効性の精査 ＜往復4車線道路の横断面構成（単路部）＞ 

○単路部 
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◎：必須要素 
 
○：基本的に設置する要素 
 
△：路線の状況に応じて設置 
  する要素 

＜凡例＞ 
車道部

車線 車線 停
車
帯

植
樹
帯

歩道中
央
帯

歩道 植
樹
帯

停
車
帯

車線 車線

歩道部 歩道部

道路構造条例等に基づき、往復４車線道路（現道）の単路部の幅員を評価する横断面の構成要素は次のとお
りとする。 

◎ ◎ ◎ ○ △ ○ △必要性

中央帯 路肩 停車帯 自転車道
※2

構成要素(往復4車線) 植樹帯
車道

(車線)
歩道
※1

※１ 歩道の幅員は、道路構造条例に基づき歩行者の交通量が多い道路にあっては3.5メートル以上、その他の  
   道路にあっては２メートル以上とするものとする。 
※２ 自転車道は、現在、社会資本整備審議会道路分科会にて、道路構造令における自転車通行空間の規定の見 
   直しが議論されている。本検討では、現道路構造条例に基づき検討を進めるが、今後の道路構造令の改訂 
   の動向を注視し柔軟に対応していく。 ※検討段階のものであり、今後の議論を踏まえて変更となる可能性がある。 



拡幅整備の有効性の精査 ＜往復4車線道路の横断面構成（交差点部）＞ 
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道路構造条例等に基づき、往復４車線道路（現道）の交差点部の幅員を評価する横断面の構成要素は次のと
おりとする。 

○交差点部 

 
◎：必須要素 
 
○：基本的に設置する要素 
 
△：路線の状況に応じて設置 
  する要素 

＜凡例＞ 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △

路肩

必要性

自転車道
※2

構成要素(往復4車線) 植樹帯
車道

(車線)

車道
(付加車線)

歩道
※1

※１ 歩道の幅員は、道路構造条例に基づき歩行者の交通量が多い道路にあっては3.5メートル以上、その他の  
   道路にあっては２メートル以上とするものとする。 
※２ 自転車道は、現在、社会資本整備審議会道路分科会にて、道路構造令における自転車通行空間の規定の見 
   直しが議論されている。本検討では、現道路構造条例に基づき検討を進めるが、今後の道路構造令の改訂 
   の動向を注視し柔軟に対応していく。 ※検討段階のものであり、今後の議論を踏まえて変更となる可能性がある。 

車道部歩道部 歩道部

歩道 植
樹
帯

路
肩

車線 車線 付加車線 車線 車線 路
肩

植
樹
帯

歩道

車道部

26.50ｍ

歩道部 歩道部

歩道 植
樹
帯

路
肩

車線 車線 付加車線 車線 車線 路
肩

植
樹
帯

歩道



拡幅整備の有効性の精査 ＜道路構造令及び道路構造条例による基準①＞ 

(歩道) 道路構造条例より抜粋 

歩行者の交通量が多い第三種(第五級を除く。)の道路(自転車歩行者道を設ける道路を除く。)、第四種(第四級を除 
く。)の道路(自転車歩行者道を設ける道路を除く。)又は自転車道を設ける第三種若しくは第四種第四級の道路には、
その各側に歩道を設けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、この限
りでない。 

歩道の幅員は、歩行者の交通量が多い道路にあっては三・五メートル以上、その他の道路にあっては二メートル
以上を標準とするものとする。 

 

(植樹帯) 道路構造条例及び道路構造令の解説と運用より抜粋 

第四種第一級及び第二級の道路にあっては植樹帯を、その他の道路にあっては必要に応じ植樹帯を設けるものと
する。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、この限りでない。 

植樹帯の幅員は、一・五メートルを標準とするものとする。    

解説：植樹帯の幅員は1.5ｍを標準とすると規定されているが、この規定はおおむね1ｍ以上2ｍ以下を意味する。 

 

(車道等) 道路構造条例より第4種のみ抜粋 

車線(登坂車線、屈折車線及び変速車線を除く。以下この項において同じ。)の幅員は、次の表の上欄に掲げる道路
の区分に応じ、同表の下欄に掲げる値とするものとする。 

 

 

  

 

(路肩) 道路構造条例より第4種のみ抜粋 

道路には、車道に接続して、路肩を設けるものとする。ただし、中央帯又は停車帯を設ける場合は、この限りで
ない。   

     

車線幅員(単位m)
普通道路 3.25
小型道路 2.75
普通道路 3
小型道路 2.75

第2級及び第3級

第1級
第4種

区分
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区分 車道の左側に設ける路肩の幅員(単位m)
第4種 0.5



拡幅整備の有効性の精査 ＜道路構造令及び道路構造条例による基準②＞ 

(停車帯) 道路構造条例より抜粋 

第四種(第四級を除く。)の道路には、自動車の停車により車両の安全かつ円滑な通行が妨げられないようにするた
め必要がある場合は、車道の左端寄りに停車帯を設けるものとする。 

 停車帯の幅員は、二・五メートルとするものとする。ただし、自動車の交通量のうち大型の自動車の交通量の占
める割合、沿道の停車の需要等を勘案して、一・五メートルまで縮小することができる。  

 

(平面交差又は接続) 道路構造令の解説と運用より抜粋 

第3種及び第4種の普通道路の車線の幅員は、道路の区分に応じ、次の表に掲げる値とする。 

 

 

 

 
 

    〔〕は、交通の状況により必要がある場合の幅員 （）は、都市部の右折車線におけるやむを得ない場合の縮小値 
 

(車線の分離等) 道路構造条例より第4種のみ抜粋 

第一種又は第二種の道路(いずれも対向車線を設けない道路を除く。以下この条において同じ。)の車線は、往復の
方向別に分離するものとする。 

車線の数が四以上である第三種又は第四種の道路(いずれも対向車線を設けない道路を除く。)について、安全かつ
円滑な交通を確保するために必要がある場合は、前項本文の規定を準用するものとする。 

 

 

 

中央帯には、側帯を設けるものとする。 

前項の側帯の幅員は、次の表の道路の区分に応じ、同表の中央帯に設ける側帯の幅員の欄の上欄に掲げる値とす
るものとする。 

 

    

  

 

 

 

  

中央帯の幅員(m)
第1級
第2級
第3級

1

区分

第4種

側帯の幅員(m)
第1級
第2級
第3級

区分

第4種 0.25

12 

机上配布資料 

(単位m)

単路部の車線
の幅員

付加車線を設ける
箇所の直進の幅員

付加車線の幅員

第1級 3.25〔3.5〕 3.25または3.0
第2級
第3級

3.0または2.75
3.25、3.0または

2.75(2.5)
第4種

3

車線の種類

道路の区分

(単位m)

単路部の車線
の幅員

付加車線を設ける
箇所の直進の幅員

付加車線の幅員

第1級 3.25〔3.5〕 3.25または3.0
第2級
第3級

3.0または2.75
3.25、3.0または

2.75(2.5)
第4種

3

車線の種類

道路の区分



地域的な道路における既存道路による代替可能性の観点 ＜検討フロー＞ 

※検討段階のものであり、今後の議論を踏まえて変更となる可能性がある。 

※
 

※現道がない広域的な道路は、交通面・防災面の観点から、 
 東京全体の道路ネットワークを広域的に支えるため、計画を存続 

13 



事例紹介 
千葉市 都市計画道路の見直し素案 

14 
※この事例は他自治体の事例を示すものであり、今後各路線の方向性については個別に検討していく。 

地域的な道路における既存道路による代替可能性の観点＜他自治体の事例＞ 



整備にあたっての課題 ＜検討フロー＞ 

※検討段階のものであり、今後の議論を踏まえて変更となる可能性がある。 

※
 

※現道がない広域的な道路は、交通面・防災面の観点から、 
 東京全体の道路ネットワークを広域的に支えるため、計画を存続 

15 



整備にあたっての課題 ＜計画の重複や不整合＞ 

善福寺川緑地 

補２１５ 

出典） 国土地理院ウェブサイト  

※この事例は検討の途中段階におけるイメージを示すものであり、今後各路線の方向性については個別に検討していく。 

補215 

（現道なし） 
計画幅員=16ｍ 

善福寺川緑地 

事業中及び整備済 

都市計画緑地 

平成28年3月末現在 

16 

 他の都市施設（都市計画公園など）と重複している箇所について、計画の整合を検討していく。 

 

  


